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農山漁村の元気な女性活動促進事業実施要領

制定 平成２４年４月１７日

第１ 趣 旨

農山漁村の女性による農林水産物の加工・直売、農漁家レストラン等の起業は、女性

ならではの感性と技術をフルに活かし、農商工連携や６次産業化への取組に発展しつつ

ある。

さらに、農山漁村女性起業（県内の農山漁村において農林水産資源を活用した直売、

加工、農漁家レストラン、農漁家体験交流等に取り組み、収益を得ている女性又はこれ

らの女性が中心となり組織する団体をいう。以下同じ。）は地域経済の活性化、雇用創

出、地域の魅力発信等に大きく貢献している。

これらの取組を今後も継続的に発展させていくため「農山漁村の元気な女性活動促進

事業」を実施し、女性起業ネットワークの構築や女性起業の発展段階に応じたステップ

アップを進めるものである。

第２ 事業種目

本事業の事業種目は、次のとおりとする。

１ 女性起業のネットワーク化

２ 女性起業の発展段階に応じたステップアップ

第３ 女性起業のネットワーク化

１ 事業内容

県は、女性起業の活動範囲を拡大し取組強化を図るため、地域を越えた広域ネット

ワークや地域内の多様な連携による地域ネットワークの構築に向けて次の取組を実施

する。

（１）広域ネットワーク

ア 広域ネットワーク会議の開催

（２）地域ネットワーク

ア 地域ネットワーク会議の開催

イ 法人化した女性起業（以下「女性企業」という。）の先進事例の紹介

ウ 女性の経営管理能力向上研修の開催



- 2 -

２ 事業実施期間

平成２４年度及び平成２５年度とする。

３ 事業の内容

事業の内容は、別表のとおりとする。

４ 事業実施に係る報告

地域農林水産部長は、実施計画書（様式１）を事業実施年度の５月２０日までに、

また、実績報告書（様式１）を当該年度の３月３１日までに作成し、農林水産政策課

長へ提出する。

第４ 女性起業の発展段階に応じたステップアップ

１ 事業内容

県は、起業開始から外貨獲得までトータルに支援し、女性起業の発展段階に応じた

ステップアップにより、総合的なレベルアップを図る。

また、「攻めの農林水産業」を実現させる女性起業の担い手として、農山漁村の若

手女性を対象とし、子育て等から本格的な起業に向かう契機とするため、家族経営協

定の部門設定を行うとともに、起業活動や施設・機器の整備等を補助することで、農

山漁村若手女性起業の早期育成と農漁業所得向上を図る。

２ 補助事業者

補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）の実施主体（以下「補

助事業者」という。）は、家族経営協定を締結し起業部門を担当しているか、事業実

施期間中に締結することとなっている農山漁村若手女性、または、これらの若手女性

が中心となり組織する団体（代表者が若手女性又は会員の1/2以上が若手女性）とす

る。

３ 事業実施期間

平成２４年度及び平成２５年度とする。ただし、補助事業者ごとに原則として１年

間とする。

４ 補助事業実施の手続

（１）補助事業者は、別に定める公募要領により公募する。

（２）応募者は、事業実施計画書（様式２）を作成し、公募要領で定める応募申請書に

添付して、所轄の地域県民局地域農林水産部（以下「地域農林水産部」という）を

経由して農林水産政策課長へ提出するものとする。

（３）農林水産政策課長は応募者の事業実施計画を審査するため審査会議を開催する。

（４）審査会議は、農林水産政策課長を委員長として関係各課・チームで構成する。

（５）審査会議では、応募者によるプレゼンテーションを行うものとする。

（６）農林水産政策課長は、審査会議での審議結果を受けて補助事業者を決定し、事業

実施計画を承認する。

（７）農林水産政策課長は、補助事業者及び地域農林水産部長に事業実施計画書を承認
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した旨を通知する。

（８）補助事業者は、事業実施計画書が承認され次第、別に定める青森県農山漁村の元

気な女性活動促進事業費補助金交付要綱に従った手続を行うものとする。

（９）補助事業者は、補助事業完了後、事業実施報告書（様式２）を作成し、様式３に

添付して、補助事業の完了の日（補助事業を廃止した場合は、知事の承認を受けた

日）から起算して３０日を経過した日又は補助金の交付に係る年度の翌年度の４月

１０日のいずれか早い期日までに農林水産政策課長へ提出するものとする。

（10）農林水産政策課長は、提出された事業実施報告書の写しを地域農林水産部長へ送

付する。

（11）地域農林水産部長は、事業完了後３年間、補助事業者の起業活動実態について調

査し、農林水産政策課長に報告する。その際、補助事業者はこの調査に協力するも

のとする。

５ 推進体制

４により事業実施計画書の承認を受けた補助事業者に対して、県は、本事業の適正

かつ効果的な実施を図るため、関係機関等と十分連携をとりながら状況把握及び現地

指導にあたるものとし、フォローアップにより得た情報については共有化するものと

する。

第５ その他

この要領に定めるもののほか、本事業の実施に関し必要な事項は、別に定めると

ころによる。



- 4 -

別表（第３の３関係）

女性起業のネットワーク化の取組内容

区 分 取組内容等 実施主体

１ 広域ネット １ 内容 農林水産政策課

ワーク 法人化を目指す女性起業等が、収益性向上や雇

ア 広域ネッ 用拡大に向け、販路拡大や商品力アップなどにつ

トワーク会議 いて情報交換等を行い、地域を越えた多様な連携

を創り出すためのネットワーク会議を開催する。

２ 構成員

女性企業、女性起業、法人協会、(財)２１あお

もり産業総合支援センター、あおもり食品産業振

興チーム、総合販売戦略課、農林水産政策課等

２ 地域ネット １ 内容 地域農林水産部

ワーク 女性起業、若手女性、商工会、ＪＡ等が、若手

ア 地域ネッ 起業育成と起業間の連携づくりに向けて、各地域

トワーク会議 の課題を整理しながら、合意形成のもと問題解決

に結びつけるネットワーク会議を実施する。

２ 構成員

女性企業、女性起業、若手女性、商工会、ＪＡ、

生産組織、グリーン・ツーリズム関係者、旅行業

者、地域農林水産部等

イ 女性企業 １ 内容

の先進事例紹 ネットワーク会議メンバーと地域内の女性起業

介 及び将来起業化を考えている若手女性等に広く呼

びかけ、先進的な取組を行っている女性企業の事

例発表を行うことで、法人化に向けて意識醸成を

図る。

２ 参集範囲

女性企業、女性起業、若手女性、商工会、ＪＡ、

生産組織、グリーン・ツーリズム関係者、旅行業

者等

ウ 女性の経 １ 内容

営管理能力向 女性起業を対象に企業経営・労務管理・経営基

上研修 礎知識、マーケティング等について、コーディネ

ーター等による研修を実施し、経営管理能力の向

上を図る。

２ 講師

(財)２１あおもり産業総合支援センターのコー

ディネーター、中小企業診断士、税理士、労務管

理士等

３ 参集範囲

女性企業、女性起業、若手女性等
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様式１（第３の４関係）

平成 年度農山漁村の元気な女性活動促進事業

地域ネットワーク計画書（又は実績報告書）

公所名 地域県民局地域農林水産部

１ 地域ネットワーク会議の開催

開催時期 構成員とその所属 検討内容 備考（会場等）

＜ネットワーク結成状況＞※実績報告書のみ

ネットワーク名 連携内容（連携者数、活動内容等）

２ 女性起業の先進事例紹介

開催時期 会場 講師及び事例内容 対象（人数）

３ 女性の経営管理能力向上研修の開催

開催時期 会場 講師及び研修内容 対象（人数）
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様式２（第４の４関係）

平成 年度 農山漁村の元気な女性活動促進事業
実 施 計 画 （ 又 は 報 告） 書

１ 事業を実施する個人又は団体の概要

個人又は団体の 設立年月日

名 称 年 月

団体の代表者 組織人数

※個人は記入不要 （ 歳） 名

(内55歳以下 名)

所在地等連絡先 住所 （〒 － ）

TEL FAX

２ 事業計画の概要

（１）内容

事業計画名

事業の目的

事業の動機、背景

事業の内容 ※事業実施計画書においては、地域生産物をどのように活用

し、どのように販売していくのか等の新たな取組がわかるよ

う記載すること。

※事業実施報告書においては、取組の実績について記載する

こと。

実施方法及び場所 ※事業実施計画書においては、具体的な実施方法、実施体制、

等 実施場所等を記載すること。

※事業実施報告書においては、取組の実績について記載する

こと。

実施予定（又は実 平成 年 月 日 から 平成 年 月 日

施）期間
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家族経営協定の締 ※事業実施計画書においては、締結済みの場合は主な締結内

結状況 容を記載し協定書を添付すること。また、事業実施期間中に

締結する場合は、締結予定の内容と時期を記載すること。

※事業実施報告書においては、締結又は再締結した主な内容

を記載し協定書を添付すること。

事業の内容、実施方法、場所等のわかりやすい資料があれば添付する。

（２）事業実施に要する資金の調達計画（又は実績）

項 目 調 達 先 金 額（円） 備 考

自 己 資 金

助 成 金 青 森 県 本事業で得ようとする資金金額

その他借入金等

合 計

※ 資金の調達実績が、調達計画と異なる場合は、異なる部分を２段書きにし、変更前を上段に

括弧書きすること。

（３）事業予定（又は実績）額の内訳

項 目 内 容 単 価(円) 数 量 計 (円)

①機械施

設整備費

※見積書を

添付のこと 小 計

②原材料、

消耗品費

小 計

③新商品の試作

等に係る委託費

小 計

④販売促

進費
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小 計

⑤アドバ

イザー派

遣費

小 計

⑥事務費

小 計

⑦その他

経費

小 計

合 計

※１ 単価、金額は消費税込の金額を記入する。

※２ 欄が足りない場合は、適宜追加する。

※３ 事業実績額が事業予定額と異なる場合は、異なる部分を２段書きにし、変更前を上段に

括弧書きすること。
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様式３（第４の４関係）

平成 年 月 日

青森県知事 殿

住 所

氏名（名称及び代表者氏名） 印

平成 年度農山漁村の元気な女性活動促進事業実施報告書について

このことについて、下記のとおり提出します。

記

１ 事業の名称

２ 事業実施報告書

別添のとおり


